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　売主　川辺町　代表　川辺町長佐藤光宏（以下「甲」という。）と買主　　　　（以下「乙」という。）とは、川辺町所有の土地及び建物（以下「売買物件」という。）の売買について、次のとおり契約を締結する。
　（売買物件）
第１条　甲は、乙に対し、売買物件を売り渡し、乙は、これを買い受ける。
不動産の表示
	
	所　　在
	  　地番
	地目
	 　　面　　　　積
	 　摘　要

	 土地
	岐阜県加茂郡
川辺町下川辺字川端
	389番1
	原野

	公簿　㎡
	実測　㎡
	

	
	
	
	
	2,625
	2,625.05
	

	
	
	
	
	
	
	

	


　（売買代金）
第２条　売買物件の代金（以下「売買代金」という。）は、金 　　　　　　　　　　円
　とする。
　（契約保証金）
第３条　乙は、この契約に関し、契約保証金として金　　　　　　　　　円をこの契約の　締結と同時に甲の発行する納入通知書により、その指定する場所において納付しなけれ　ばならない。
２　甲は、入札参加時に乙が納付した入札保証金を、前項の契約保証金の一部に充当する。
３　第１項の契約保証金には、利子を付さないものとする。
４　乙が契約の締結と同時に売買代金のうち、入札保証金を除く金額を支払った場合は、　契約保証金は必要ないものとする。
５　乙がこの契約に定める義務を履行しないことを理由として、この契約が解除されたと　きは、第１項の契約保証金は甲に帰属し、甲は、その返還義務を負わないものとする。
　（売買代金の支払）
第４条　乙は、甲に売買代金のうち、前条第１項に定める契約保証金を除く金額を甲の発　行する納入通知書により、契約の締結日から２０日以内に一括してその指定する場所に　おいて支払わなければならない。
２　甲は、乙が前項に定める義務を履行したときは、前条第１項に定める契約保証金を売　買代金の一部に充当する。
３　乙は、甲に契約の締結と同時に売買代金のうち、入札保証金を除く金額を支払う場合　は、甲の発行する納入通知書により、契約の締結と同時にその指定する場所において支　払わなければならない。
４　甲は、乙が前項に定める義務を履行したときは、入札保証金を売買代金の一部に充当　する。
　（所有権の移転及び物件の引渡し）
第５条　売買物件の所有権は、乙が売買代金を完納したときに甲から乙に移転するものと　する。
２　甲は、前項の規定によりその所有権を乙に移転するときは、乙に対し現状のまま引き　渡すものとする。
　（所有権の移転登記）
第６条　甲は、前条第１項の規定により売買物件の所有権が乙に移転した後、速やかに所　有権移転登記手続をするものとする。ただし、所有権移転登記手続に要する登録免許税　その他の費用は、乙の負担とする。
　（危険負担）
第７条　この契約締結後、売買物件が甲の責めに帰することのできない事由により滅失し、　又はき損した場合は、その損失は乙の負担とする。
　（かし担保責任）
第８条　乙は、この契約締結後、売買物件に数量の不足又は隠れたかしがあることを発見　しても、甲に対して売買代金の減額若しくは損害賠償の請求又は契約の解除をすること　はできない。
　（契約の解除）
第９条　甲は、乙がこの契約に定める義務を履行しないときは、催告なしにこの契約を解　除することができる。
　（返還金）
第１０条　甲は、前条の規定により契約を解除したときは、乙が支払った売買代金を返還　する。ただし、第４条第２項の規定により、充当した契約保証金相当額は返還しないこ　ととする。
２　前項の返還金には、利息を付さないものとする。
　（原状回復義務）
第１１条　乙は、第９条の規定により契約が解除されたときは、甲の指定する期日までに　売買物件を原状に回復して甲に返還しなければならない。ただし、甲が売買物件を原状　に回復することが適当でないと認めたときは、現状のまま返還することができる。
２　乙は、前項の規定により売買物件を甲に返還するときは、甲の指定する期日までに、　売買物件の所有権移転登記の抹消登録の承諾書を甲に提出しなければならない。
　(損害賠償）
第１２条　乙は、この契約に定める義務を履行しないため甲に損害を与えたときは、その　損害に相当する金額を損害賠償金として甲に支払わなければならない。
　（有益費等の請求権の放棄）
第１３条　乙は、第９条の規定によりこの契約を解除された場合において、売買物件に投　じた有益費、必要経費又はその他の費用があってもこれを甲に請求することができない。
　（契約の費用）
第１４条　この契約の締結に要する費用は、乙の負担とする。
　（信義則）
第１５条　甲乙両者は、信義を重んじ、誠実にこの契約を履行しなければならない。　
　（疑義等の決定）
第１６条　この契約に定めのない事項及びこの契約に関し疑義が生じたときは、甲と乙が　協議のうえ定めるものとする。
　この契約の締結を証するため、この契約書を２通作成し、甲乙記名押印のうえ、それぞれ１通を保有するものとする。
　平成３０年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　　甲　　岐阜県加茂郡川辺町中川辺１５１８番地４
　　       　　　                       川　辺　町
  　　　　　　　　　　　　　　  　 代　表　　川辺町長　佐藤　光宏
                            　　 乙　　
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